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１．はじめに 

地震動評価，およびリアルタイム地震防災に用いるため
の基盤から地表までのサイト特性（増幅特性）の設定では

国土数値情報を用いた松岡・翠川の方法 1)が用いられる事

が多い。この方法では，国土数値情報により分類された微
地形を基準とし，これに主要河川からの距離や標高によっ

て表層 30m の平均 S波速度を算出し，この平均 S波速度を
経験的関係式から最大速度の増幅度に変換するものであ

る。しかし，用いられた経験的関係式は特に関東地方を対

象としたものである。我々はこの点に着目し，北海道の地
震動に基づき，北海道のサイト特性設定を試みた。 

 
２．検討対象地震 

増幅度検討対象とする地震記録をKiK-net観測情報2)か

ら選定した。北海道周辺で発生した既往地震として2000
年7月1日から2004年10月8日の期間における観測記録のあ

る観測点数順に並び替え，上位24地震について地震観測点
分布を確かめ，任意に6地震を抽出した。表1に選定した6

地震を示す。 

 
３．工学的基盤の条件 

工学的基盤の条件を設定するために，地中，地表の観測
記録があるKiK-net観測点について地中観測深度における

S波速度の頻度状況を確かめた。KiK-netの北海道観測点

112データに関する地中観測深度のS波速度頻度分布を図1
に示す。図1のS波速度の頻度分布に加え，地中観測点のS

波速度をVs=400m/s以上から1000m/s以上まで（100m/s刻

み）の条件とした場合の北海道におけるKiK-net観測所配
置の速度発生状況を確認して，KiK-net観測点の選定条件

をS波速度400m/s以上とした。 

 
４．増幅度の計算方法 

増幅度は工学的基盤と地表面の水平方向速度最大値に
よるものとし，KiK-net,K-NET3),WISE4),JMAの観測データ

を用いて増幅度を計算した。工学的基盤の速度最大値は 

KiK-netの地中観測データから算出し，面的な補間により
その他（K-NET,WISE,JMA）の観測点に対応する基盤速度最

大値とした。増幅度計算式を(1)式とする。また，表2に選
定地震に対する観測点数を示す。 
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図１ KiK-net 地中観測点の Vs 値に 

関する頻度分布 
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表 1 選定した6地震 

地震番号 年月日 時刻 マグニチュード 震源東経[°] 震源北緯[°] 震源深さ[km] 震源位置 

1 03/09/26 06:08 7.1  143.7 41.7 40 十勝沖余震 

2 03/09/26 04:50 8.0  144 41.8 40 十勝沖本震 

3 03/05/26 18:24 7.0  141.3 38.8 70 宮城県沖 

4 01/08/14 05:11 6.2  142.4 41 40 青森県東方沖 

5 03/09/29 11:36 6.5  144.6 42.6 40 十勝沖余震 

6 02/10/14 23:12 5.9  142.3 41.2 50 青森県東方沖 
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５．基盤地震動最大値および地表面地震動最大値 

図2に地震１から地震６までの基盤地震動最大値（速度）
を示す。基盤地震動最大値（速度）をKiK-net観測記録の

メッシュ補間値から求めた。作成条件を記す。加速度デー

タを直接積分により速度へ変換し，周波数範囲が0.1Hzか
ら10.0Hzの時間軸波形とした。速度最大値はNS，EWの２方

向から水平方向における大きさの最大値を求めて使用し
た。メッシュ補間は曲率最小化アルゴリズム（t=0.2）を

使用した。分布図の最大値は選定地震により大きく異なる

ため，それぞれ傾向がわかる範囲の表示色設定とした。表
示範囲内に震源が示せる場合は印（◆）でプロットし，表

示範囲外である場合は矢印（→）で到来方向を示した。ま
た，増幅度Aを作成する元情報と考えて，KiK-net，K-NET，

WISE，JMAの観測点において地震毎に地表データのある観

測位置に印（○，□，△，▽）をプロットした。図3に地
震１から地震６までの地表面最大値速度を示す。KiK-net，

K-NET，WISE，JMAの地表面観測記録から作成した。 

 
表2 観測点数 

観測データ Kik-NET K-NET WISE JMA 

1 105 152 3 32 

2 104 169 120 44 

3 86 109 84 8 

4 81 115 84 10 

5 80 85 49 8 

地震番号 

6 69 85 72 4 

 

 
図2 基盤速度最大値分布 

 

 

図 3 地表面速度最大値分布 

地震番号 1 地震番号 2 地震番号 3 

地震番号 4 地震番号 5 地震番号 6 
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地震番号 4 地震番号 5 地震番号 6 
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６．増幅度分布 
図4に増幅度分布（速度）を示す。観測点上で対応する

基盤地震動最大値と地表面地震動最大値から増幅度を算
出して分布図を作成した。周波数領域は0.1Hz～10.0Hzを

用いた。地表面地震動最大値データは，KiK-net，K-NET，

WISE，JMAの観測波形最大値(速度）からメッシュ補間値を
作成した。メッシュ補間は曲率最小化アルゴリズム

（t=0.2）を使用した。 
 

７．微地形区分による補正係数検討 

微地形区分による補正係数検討を行った。図5に検討イ
メージを示す。従来の微地形区分から増幅度（速度最大値）

を求める場合は,松岡・翠川の式により地表から30mまでの
平均S波速度AVSを求め,その次に例えば開発土木研究所の

方法4)による回帰式により増幅度（速度最大値）を求める

という手順である。本検討では元データとして「国土数値
情報による北海道の微地形区分」と「地震動観測記録によ

るARVを開発土木研究所の方法で逆算したAVS」から微地形
区分によるAVSの推定式における回帰係数a,b,cを設定す

る。 

国土数値情報には多くのデータがあり，自然条件に関す

る情報として自然地形がある。これは国土庁の縮尺10～20
万分の1の土地分類図に基づいたものであり，緯度方向に

30秒，経度方向に45秒（約1km×1km）の地域基準メッシュ
ごとに与えられている。メッシュは20万分の1の1次メッシ

ュ(2/3度×1度)，それを緯度・経度方向に8分割した2次メ

ッシュ(5分×7.5分)，さらに2次メッシュを緯度・経度方
向に10分割した3次メッシュ(30秒×45秒)に細分化されて

いる。さらに標高や傾斜については，3次メッシュを緯度・
経度方向に4分割した1/4細分区画で与えられている。3次

メッシュにおいて与えられた地形分類を用いて松岡・翠川

の方法に基づき微地形区分を行う。本検討では表3に示す
区分へ分類した。ここでは選定した6地震の中から地震番

号2（平成15年十勝沖地震データ）による回帰係数設定を
試みた。 

図6に標高と平均S波速度（30m）の関係を示すグラフ例

（８分類，９分類，10分類）を示す。また，表4にこれら
の関係式作成により求められた回帰係数を示す。 

 
８．微地形区分を考慮したサイト特性 

図7に北海道観測記録に基づく微地形区分を考慮したサ

イト特性を示す。松岡・翠川の方法により作成した北海 

 

 

図4 増幅度分布

 

微地形区分 

地表から 30mまでの平均 S波速度 

AVS 

増幅度（速度最大値） 

ARV 

微地形区分による AVSの推定式 

（松岡・翠川の式） 
σ±++= DcHbaAVS logloglog

AVS と ARV の回帰式 
（開発土木研究所の方法） 

AVSARV log46.036.1log −=

地表から 30m までの 

平均S 波速度 AVS 

北海道の地形分類 

（国土数値情報） 

回帰係数を再設定 

微地形区分による増幅度計算の流れ 検討範囲 

地震動の観測記録による 

ARV 

表 3 国土数値情報から微地形区分への分類 
地形分類 表層地質 

微地形区分 
主分類 副分類 時代 

①埋立地   6   

②造成地       

③三角州・後背湿地（D≦0.5） 20,21      

④三角州・後背湿地（D＞0.5） 20,21      

⑤自然堤防  22     

⑥谷床   7   

⑦砂州 23 8   

⑧扇状地 12,19      

⑨ローム台地 14,31-33      

⑩砂礫台地  10,16,17,237-39     

⑪丘陵 00,09-11      

⑫その他 01-08,15,18,24,25     

⑬先第三紀      1-4,7-9  

図5 検討イメージ
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道サイト特性と比べると，同様の起伏が見られる傾向であ
る事を確かめた。しかし傾向が異なる分類もあり，河川周

辺と考えられる（北緯42.7度，東経143.5度）付近および
（北緯42.8度，東経141.6度）付近の傾向が異なっている。

考えられる原因としては，微地形区分と平均S波速度の回

帰係数設定時のばらつきや震源位置と観測点の位置関係
による適切なエリアの選定などが挙げられるが，詳細な検

討は今後の課題として残る。 
 

９．まとめ 

北海道の観測記録を用いた増幅度によるサイト特性を
示した。さらに，微地形区分を考慮したサイト特性（平成

15 年十勝沖地震からの回帰係数設定による）を示した。
結果として概ね既往の手法によるサイト特性に近い傾向

を示す結果が得られ，既往の手法によるサイト特性と北海

道の観測記録から微地形区分を考慮したサイト特性は同
様の傾向となっている事を確かめた。しかし分類によって

は異なる傾向を示す部分があり，今後さらに検討を進めて
いく。 
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図6 標高と平均S波速度（30m）の関係 

（左上：８分類（扇状地），右上：９分類（ローム台地），左下：10分類（砂礫台地）） 

表 4 微地形区分と平均 S 波速度（30m）の回帰係数 
（平成 15年十勝沖地震） 

微地形区分 a b c σ データ数 

①埋立地 2.92  0 0 - 1   

②造成地 （2.26）※ 0 0 - 0   

③三角州・後背湿地（D≦0.5） 2.47  0 0 0.38  1588  

④三角州・後背湿地（D＞0.5） 2.53  0 0 0.37  1615  

⑤自然堤防 2.13  0.43  0 0.39  505  

⑥谷床 3.86  -0.49  0 0.29  528  

⑦砂州 2.30  0 0 0.10  16  

⑧扇状地 2.36  0.19  0 0.33  6774  

⑨ローム台地 1.76  0.33  0 0.48  8191  

⑩砂礫台地 2.58  0.09  0 0.33  7990  

⑪丘陵 2.69  0 0 0.39  14739  

⑫その他 2.74  0.03  0 0.30  42727  

⑬先第三紀 3.00  0 0 0.11  149  

※２分類（造成地）はデータが無いため松岡・翠川の回帰係数とした．

 

図 7 微地形区分の係数補正によるサイト特性 
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